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はじめに

　農林水産省の６次産業化総合調査による
６次産業関連事業（農産物直売所、農産物
の加工、観光農園、農家レストラン、農家
民宿）の年間総販売額は1兆9680億円と
推計され、このうち9974億円が農産物直
売所の販売金額とされている。農産物直売
所は6次産業の中核を担い、今では全国に
およそ２万3590店（季節営業店を含む）、
１兆円産業ともいわれるようになった。
　一般財団法人都市農山漁村交流活性化機

構（以下「まちむら交流きこう」という）
では、全国の農林水産物直売所（以下「直
売所」という）のうち常設・通年営業を
行っている店に対し、その運営内容や課題
などを明らかにすることを目的に実態調査
を実施した。この調査を通じ、成長・拡大
期を経て、いわば安定期に入った直売所の
現状を知り、新たな課題への対応策を明ら
かにし、生産現場の最前線で地域や産地を
支える直売所の持続的な経営に役立てても
らうことを狙いとした（表１）。

表１　調査の概要

（１）調査対象
全国の常設・通年営業を行う農林水産物直売所 4,250 店
※�一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構のデータベースに登録されている全国の常設・
通年営業を行っている農林水産物直売所。

（２）調査期間 平成 29年 9月 11日～ 10月 20日

（３）調査方法 郵送により個別店舗へ調査票を送付し、ＦＡＸ又はメール送信により調査票を回収した。

（４）回答数 全 1,150 店舗（回収率 27%）

（５）調査項目 開設目的、運営組織、営業内容、事業内容、経営内容など約 100問

　調査・報告

一般財団法人 都市農山漁村交流活性化機構（まちむら交流きこう）
業務第2部　地域活性化チーム長　森岡　亜紀

【要約】

全国農林水産物直売所・実態調査から見える
直売所の今と野菜販売

農林水産業の6次産業化関連事業の中で、特に経済活動に貢献しているのは農林水産物
直売所だ。一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構では、全国農林水産物直売サミット
の開催や直売所に関する情報発信を通じ、直売活動の支援を進めているが、直売所の現状
と今の課題を探ることを目的に、平成29年度におよそ10年ぶりに直売所の実態調査を行
った。本稿は、直売所の売り上げ全体に占める割合で最も大きい「野菜販売」に関連した
ものをまとめたものである。
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１　調査結果の概要　

（１）　直売所の運営実態
ア　開設目的と開設効果
　直売所の開設目的は、「生産者の所得向
上」（74.8％）、「地域農業の振興」（67.5％）、

「地域活性化の拠点づくり」（58.3％）が
三大目的であり、次いで「消費者との交流
の場づくり」（40.8％）となっている。直
売活動が消費者の支持を得て、盛況となっ
た 結 果 と し て、「 地 域 経 済 の 活 性 化 」

（26.5％）や「新たな雇用の場の創出」
（13.7％）にもつながったが、開設目的と
してこれらを掲げた店は少ない（図１）。
　一方、直売所を開設・運営して生じた効
果では、「生産者の所得向上」（73.7％）
が最も多い。また、開設当初は掲げていな
か っ た「 生 産 者 の 生 き が い づ く り 」

（63.7％）、「高齢者の生きがいづくり」
（51.1％）が次いで多く、経済活動もさる
ことながら直売事業への参加が生きがいと
なっていることがうかがえる（図２）。
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13　地域内コミュニケーションの活発化

１　生産者の所得向上

２　生産者の生きがいづくり

３　高齢者の生きがいづくり

４　地域農業の振興

５　地域の拠点づくり

６　消費者との交流促進

７　生産品目の拡大

８　女性の活躍の場づくり

９　地域社会の活性化

10　雇用の場の創出

11　地域の認知度向上

12　観光客の増加

14　新たな特産品の開発

15　買い物不便の解消

16　伝統野菜の保存・継承

17　耕作放棄地の減少

18　農業後継者の育成・確保

19　郷土料理の保存・継承

20　世代間交流の促進
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図１　直売所の開設目的（複数回答）

図２　直売所を開設・運営して生じた効果（複数回答）

注：％は、設問ごとの総回答数に占める割合。以下同じ。
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イ　直売所の経営主体および運営主体
　直売所の経営主体は、「ＪＡ」（27.4％）
が最多で、次に「生産者主体の任意組織」

（22.7％）、「公社・第３セクタ−」（15.2％）
と続く。運営主体は、「生産者主体の任意
組織」（29.3％）、「ＪＡ」（22.4％）、「公社・
第３セクタ−」（13.7％）の順で、いずれ
もこの３者が上位を占める（図３、図４）。
　直売所の経営主体について、まちむら交
流きこうが行った前回調査（注１）との比較で
は、「生産者主体の任意組織」が33.0%か
ら22.7%、「生産者主体の法人」が12.6%

から10.5%に減少した。一方、「ＪＡ」が
20.9%か ら27.4%へ、「 民 間 企 業 」 が
5.1%から11.9%に増加している。「その
他」の経営主体としては、「ＪＦ（注２）」「Ｎ
ＰＯ」「観光協会」「指定管理組織」など、
地域の既存組織が直売所の経営母体となる
ケースも増加している。
注１:「前回調査」とは平成18年度にまちむら交流きこ

うが行った同様の直売所の実態調査。全国4645
店（常設・通年営業店）を対象とし、1436店よ
り回答を得た。前回と今回の調査項目は異なるが、
必要に応じて参考比較を行っている。

注２：漁業協同組合の略称
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図４　直売所の運営主体図３　直売所の経営主体

ウ　直売所の開業年度
　回答店の約３割が平成11年度〜15年度
の間に営業を開始しており、最も多い。そ
して、平成20年度までに開設された店が
全体の８割を超す。つまり、８割以上の店

は開業から10年以上を経過している。ま
た、昭和63年より以前に開設された店は
6.5％で、これらはすでに開業から30年を
超えている（図５）。
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図５　活動開始年度
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　なお、平成15年度までは「生産者主体
の店」（任意組織・法人を含む）の開業が
多かったが、平成16年度以降はＪＡによ
る開業が増加している。

（２）　直売所の営業内容
ア　営業日数と営業時間
　約５割がほぼ毎日営業しており（年末年
始などを除く）、回答のあった店はほぼ通
年営業店であることがわかる。うち９割の
店が１日７時間以上営業し、朝市・夕市な
ど時間限定の店は少ない。

イ　売場面積
　売場面積は、「100〜300平方メートル
未満」（36.2%）が最多で、次に「50〜
100平方メートル未満」（18.0％）と続く。
また、「300平方メートル以上」ある店は
約３割で、前回調査の12.5%から増加し
ている。なお、前回調査で最多面積は、「50
平方メートル未満」（24.9%）だったので、
直売所の売場面積の拡大は進んでいるとい
える。
　なお、500平方メートル以上の売場面
積の店のほぼ半数はＪＡの店であり、「生
産者主体（任意組織・法人を含む）の店」
の約７割は300平方メートル未満である。
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図６　直売所の売場面積

ウ　レジ台数とＰＯＳレジシステムの導入
　レジ台数が「３〜４台」の店が前回調査
の13.4%から21.5%に増加している。最
も多いのは「１〜２台」（62.6%）で、「レ
ジなし」の店は前回の11.5%から４.4%
に減少した。
　また、ＰＯＳレジシステムを「導入して
いる」店は47.4%から79.5%に大きく増
加している。「今後導入予定」（２％）を含
め、およそ８割でＰＯＳレジの導入が進め
られている。
　なお、導入している店の６割で「売上情

報の集計・分析」にＰＯＳが活用されてお
り、５割でＰＯＳと連動した「売上情報の
会員への配信」が行われている。

エ　お客様対応の取り組み
　野菜や果実など多品目・多品種の商品を
売りとしている直売所では、試食や食べ方
提案も大事だ。そのため、約半数の店で「売
り場での試食提供」（54.7％）や「レシピ・
調理法の配布や掲示」（51.5％）など、お客
様対応の取り組みが進められている（図７）。
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（３）　直売所の経営内容
ア　直売部門の年間売上額
　直売所における「直売部門」（飲食や関
連事業の売り上げを除く）の年間売上額
は、「１〜３億円未満」（25.7％）の店が
最も多い。次いで、「１千万から３千万円
未満」（18.8%）で、「５億円以上」の店
も前回調査の2.2%から6.7%へ増加して
いる（図８）。
　また、「１億円以上」の売り上げの店の

割合は、前回の26.9%から40.8%に増加
し、本調査による１店舗当たりの年間売上
額（直売部門）の推計は1億4500万円前
後と見込まれる。これは前回調査での推計
額9700万円から大きく伸びている。
　なお、「５億円以上」を売り上げる店の
７割以上はＪＡの店であり、「３千万円未
満」の店の３割以上は生産者主体の任意組
織が経営する店である。
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図７　お客様対応の取り組み（複数回答）

図８　年間売上総額のうち直売部門の年間売上額

（単位：円）
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イ　直売部門の年間売上額における商品構
成割合

　直売部門の年間売上額における商品構成
割合について、それぞれ商品別に聞いた。
まず、直売部門の年間売上額のうち野菜の
占 め る 割 合 で は、「30〜50 ％ 未 満 」

（27.4％）が最多である。次いで「50〜
70％未満」（24.5％）、「10〜30％未満」

（20.1％）と続き、50％以上の店が全体の
４割を超えている（図９）。

　果実は、「10〜30%未満」（32.7％）が
最多で、30％以上は、14.3％以上であっ
た（図10）。農産加工品、花きも「10〜
30%未満」が最多で、果実と同様に30％
以上の占める割合は、少ない。また、畜産
品・水産品・土産物については、「取り扱
いはなし」の回答が最多であった。
　これらの回答から、年間売上額に占める
割合で最も多いのは「野菜」であるといえ
る。
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図９　直売部門の年間売上額における野菜の割合

図10　直売部門の年間売上額における果実の割合
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図１１ 平日の平均客単価 図１２ 土日祝祭日の平均客単価
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図11　平日の平均客単価 図12　土日祝祭日の平均客単価

ウ　直売所の客単価
　客単価が平日・土日祝祭日ともに1000
円以上の店が５割を超える。平日で最多の
客単価は1000〜1200円（23.9％）であ
り、平日の平均客単価は1050円前後と見
られる（図11）。
　土日祝祭日の客単価は、1000〜1200

円（20.9％）、1200〜1500円（20.8％）
が多く、土日祝祭日の平均客単価は1180
円前後と見られる（図12）。
　前回調査では、通年の平均客単価を960
円前後と推計しており、客単価も伸びてい
ることがわかる。

エ　顧客全体に占める地元客の割合
　平日・土日祝祭日ともに地元客（同一都
道府県内まで）の割合が最も多い。通年で
地元客が5割以上である店が全体の半数を
超えており、多くの直売所は地元客の利用
で支えられていることがわかる。
　一方、約３割の店では地元外の客の割合
の方が高く、これらは交通拠点や観光地な
どの立地店であることが推測される。なお、

「地元客の割合はわからない」と顧客情報
をつかめていない店も約１割ある。

オ　年間売上額上位者とその販売品目
　各店の年間売上額上位者で、2000万円
以上を売り上げる出荷者がいる店は4.2%
である。一方で、約半数の店の上位出荷者
は300万円未満となっている（図13）。
　また、これら年間売上額上位者の販売品
目で多いのが「野菜」（51.3%）、「果実」

（19.9％）、「農産加工品」（18.9％）、「花き・
花木」（14.9％）の順である（図14）。
　その他として挙げられた上位者の販売品
目は、山菜、きのこ類、パン、野菜苗、卵
などである。上位品目は地域性によるもの
が多いが、直売所で売り上げを挙げている
トップ３は野菜、果実、農産加工品である
ことがわかる。
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図13　出荷会員一人当たりの年間売上額（上位者）

図14　年間売上額上位者の主な販売品目

カ　直売所の売れ筋品目ベスト20
　各店の「売れ筋ベスト３」（生鮮品）を
集計すると、１位はトマトで、３位はきゅ
うりである。また、上位20品目のうち半
数は野菜となっている（表２）。

表２　直売所の売れ筋上位品目（生鮮品）
順位 品　目 回答店数
1 トマト 272
2 野菜 219
3 きゅうり 155
4 米 87
5 いちご 81
6 切り花 75
7 なす 70
8 果物 68
9 みかん 57
10 りんご、ねぎ 各 54
11 ほうれんそう 53
12 キャベツ 52
13 ぶどう 50
14 しいたけ 48
15 トウモロコシ 43
16 なし 41
17 山菜 35
18 だいこん・卵 各 32
19 鮮魚 31
20 たまねぎ 30

※�各店の売り上げ上位3品目を挙げてもら
ったものの集計である。

写真１　JA愛媛たいき「愛たい菜」
（愛媛県大洲市）

売り場には直売所の二大人気品目（トマトと
きゅうり）がズラリと並ぶ
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（４）　直売所が抱える課題
ア　運営組織の課題
　運営組織の課題は「出荷者の高齢化」

（89.2％）が最多で、「出荷量・出荷頻度
の減少」（57.0％）、「出荷者数の減少」

（48.6％）と続き、これらが直売所の運営
組織の３大課題である（図15）。開設して
10年以上を経過した店が多くなる中、会
員や運営者の高齢化も進み、出荷できる会
員数、出荷量、出荷頻度なども減り、商品

の品ぞろえに影響が出始めている。
　また、直売所の増加や流通事業者による
地場産物の取扱拡大も進み、「店舗間での
出荷者・出荷物の取り合い」「新規出荷者
の獲得」などが課題になっている。
　さらに、生産者が複数店舗に出荷するこ
とも増え、「自分たちの直売所という意識
不足」「講習会の参加率低迷」なども課題
に挙げられている。
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図15　運営組織の課題

図16　直売所を営業する上での課題（複数回答）

イ　店舗営業の課題
　店舗営業の課題は、「季節による商品不
足 」（56.2 ％）、「 従 業 員 の 人 材 確 保 」

（52.4％）が多い。また、商品不足に加え

て、「生鮮物の品質管理」（35.5％）、「賞
味期限・消費期限の管理」（33.0％）、「食
品表示の徹底」（31.1％）など品質管理面
の課題も多い（図16）。
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エ　店による出荷会員への支援
　これら課題に対する会員への支援策で
は、出荷量や出荷品目の拡大と品質向上に
向けたものが多い。「売上情報のメール配
信」や「先進地視察研修」は5割以上の店
で行われている。次いで、「クレーム内容
の 共 有 」（45.1 ％）、「 栽 培 技 術 講 習 」

（43.9％）、「食品表示講習」（38.4％）を
実施している店が多い。
　その他の支援策では、「売り上げに応じ
た出荷奨励金」「不足商品に対する出荷手
数料の割引」「青年部会など部会運営費の
補助」「ハウス導入補助」「加工機械など導
入補助」など生産者への直接的な支援が進
められている。

２　まとめにかえて　

　直売所は日常的に店を利用する、近くの
消費者に支えられている。売れ筋の上位品
目も、店で多くの金額を売り上げる生産者
の販売品目も「野菜」だ。直売所の客単価
を上げるためには、果実、弁当・総菜、米、
加工品、土産物、畜産物、海産物も必要だ
といわれることもある。しかしながら、一
定量の地場野菜を切れ目なく、安定的に売
り続けることはむずかしい。
　米や果実は単価が高いが、一人当たりの
消費量は年々減っており、まとめ買いされ
てしまいがちな商品でもある。だが野菜は
毎日の食卓に欠かせない。高齢化社会で健

ウ　直売所経営の課題
　直売所経営の課題は、全体の５割以上が

「収益の減少」（51.4％）を挙げている。
背景には、「客数の減少」（46.4％）、「人
件費の拡大」（35.6％）、「客層の高齢化」

（30.6％）があり、これらが収益を圧迫し

ていることが推測される（図17）。
　その他の課題では、「気候条件の悪化に
よる生産物の減少」「入荷野菜数の減少」「主
品目不作時の赤字」など、気象変動や災害
などによる生産の不安定さが挙げられてい
る。
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図17　直売所の経営課題
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康志向が進む時代だからこそ、ますます野
菜の需要拡大は期待できる。
　地場野菜を求める客が直売所のリピー
ターとなり、時には果実や米や加工品も買
い求め、宅配や贈答利用でまとまった額を
購入してくれる固定客が、直売所の売り上
げに貢献している。店に繰り返し足を運ん
でもらう大きなきっかけが「旬の野菜」だ。
直売所の客はトマトもなすも品種名で買い
に来るともいわれる。伝統野菜から新顔野
菜までがそろうのも直売所ならではであ
る。朝一番に直売所で旬の食材を探し、そ
の日の献立を決めるような人気の飲食店も
各地に増えている。
　その期待に応えるためにも、全国の直売

所では今、野菜の生産振興に力を入れてい
る。売り場に足りなければ苗を配り、「作
れる生産者はいないか」「生産時期を広げ
られないか」「規格外は別の売り方や加工・
飲食に仕向けられないか」という努力と工
夫を重ねてきた。　
　売り場でお客様と直接対峙し、その細か
なニーズに応えながら生産品目や時期を拡
げてきたことが今の直売所の盛況の要因で
ある。
　生産者の所得向上や農業振興を目的に開
設された直売所は、それぞれはローカルで
小さい活動でありながらも、日本の農林水
産業や地域社会に貢献している役割はとて
も大きい。

写真２　「あいとう直売館」（滋賀県東近江市）
果実産地ながら「足りないものは地域で作ろう」を合言葉に野菜
の生産品目を拡大し、市内産100%の売り場を維持している。




